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日本経済団体連合会は 2021年からの新規大
卒採用時期を設定しないと発表し，これまでの
新規学卒一括採用の慣行を見直す気運が生じ
ている。他方で日本の労働市場の慣行は濱口
（2011）で指摘されているように，職務範囲記
述書を備えない「メンバーシップ型」が前提と
なっている。一見するとアンビバレントな動き
と慣行が見られる労働市場は今後も注目すべき
研究課題が噴出するであろう。このように入職
ルールが揺れ動く状況下で，労働者はいかなる
プロトコルに基づいて労働市場に参入し，移動
するのだろうか。また，賃金や技能形成のあり
方はどのような変容を遂げていくのだろうか。
本稿では労働市場に関する先行研究をサーベイ
することを通じて，社会学的アプローチが労働
市場研究に寄与できる方向性を検討・提示する
ことを目的とする。本稿は以下のような構成を
とる。第一に労働研究で用いられる主だった理
論を簡潔にサーベイする。第二に，労働研究
の動向を主に労働経済学と社会学の 2つから，
（1）賃金，（2）入職行動，（3）地位達成，（4）技
能形成にアプローチしているものを取り上げ，
その特徴と到達点を明らかにする。第三に，そ
れら先行研究の課題を指摘しつつ，労働経済学
者Marsdenの雇用システム理論を社会学的な
議論と接合しながら援用し，今後の研究の方向
性を提示することにする。なお，本稿の射程は
主に日本を対象とした研究を想定している。
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賃金や地位達成を労働者の能力や投資した教
育訓練から説明する理論は多いが，代表的なも
のは，人的資本理論（Becker 1964＝1976），シ
グナリング理論（Spence 1973），仕事競争モデ
ル（Thurow 1975＝1986）であろう。本稿では
これらをまとめて「能力説明モデル」として，
それぞれ簡単に説明することとする。
人的資本理論とは労働者に教育訓練を行うこ
とによって労働者の技能が向上し，その結果，
生産性の上昇とともに賃金が上昇するという理
論である。このとき，教育訓練には学校教育な
どで形成される汎用的な一般的人的資本とOJT
などで形成される企業特殊的人的資本が考えら
れる。人的資本理論への批判として，スキルが
技術革新により陳腐化してもなお，学歴間の賃
金格差が存在することを説明できない，教育過
剰現象を説明できないという批判が存在する。
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シグナリング理論は労働者の具体的な技能形
成は入職後に行われるものであり，労働市場で
は潜在能力シグナル（多くの場合，学歴が用い
られる）を基に入職・賃金が決定されるという
理論である。シグナリング理論への批判とし
て，入職後に情報の非対称性が解消するにもか
かわらず，学歴間の賃金格差が維持されること
を説明できない，学歴以上に適切なシグナルが
存在しないとは考えがたいという批判が存在
する。
仕事競争モデルとは，誰を採用するかという
入職の閾値は景気変動により変動し，潜在能力
シグナルを身に付けているほど，高度な生産性
を身につけられる職を得る。入職後は，より生
産性を高められる職業・職務にジョブホッピン
グしていことで能力形成をし，賃金を向上させ
るという理論である。仕事競争モデルへの批判
として，リカレント教育目的の進学行動が説明
できない，ということが挙げられる。以上が主
に賃金を説明するモデルである。
他方で，職業上のポストの到達を被説明項と
する理論的枠組（本稿ではこれを「地位説明モ
デル」とする。）に Rosenbaum（1979）のトー
ナメント理論が挙げられる。トーナメント理論
とは，一選抜でくぐり抜けられなかった労働者
には能力の「天井」が定義され，昇進の限界到
達点が昇進時期ごとに設定される一方，一選抜
も能力の「底」が定義されるだけであり，昇進
が止まった時点で「天井」が設定されるという
モデルである。トーナメント理論への批判とし
て，選抜のあり方はわかっても，選抜ルールが
不明であるという批判が挙げられる。
以上，労働研究の代表的な説明理論につい
て簡単にサーベイした。次節以降ではこれら
理論的枠組みに基づいた先行研究のサーベイ
を行う。対象として，賃金，入職行動，地位達
成，技能形成の 4つを扱う。いずれも上記の理
論で取り上げられる項目である。例えば，人的
資本理論であれば教育訓練が生産性，すなわち
スキルの向上をもたらし，結果，よい職業への
入職や昇進，賃金の上昇をもたらす。仕事競争
モデルでは入職した職業が異なる結果，職業に
よりもたらされるスキルや賃金が異なる。トー
ナメント理論では賃金こそ被説明項として扱わ
れていないが，後述するように仕事競争モデル
類似のメカニズムである。ただし，今回は対象
からネットワーク分析を捨象することにする。
Granovetter（1973）など，入職行動における
社会関係資本の機能を明らかにした研究は数多
い。もちろん，これらの研究の有用性を否定で
きるわけもないが，説明項がマッチングという
領域に広がるため，本稿が前提としている企業
と個人との間の「約束事」の分析から視角が外
れているためである。
?????????
?????
能力説明モデルの最も重要な目標に，労働者
の賃金の説明が挙げられる。先行研究では 3つ
の能力説明モデルの妥当性が実証的に検証され
てきた。大谷・梅崎・松繁（2002）では大卒
労働市場を対象とした独自調査データにより，
仕事競争モデルが妥当するとしている。平尾
（2013）でも同様に教育過剰現象が 2007年『就
業構造基本調査』の再分析でも観測されている
ことから，仕事競争モデルを支持する研究は多
いと言える。
一方，佐藤（2015）のように，過去の失業の
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経験が現在の所得水準の低下ももたらすことを
明らかにした研究など，特殊的人的資本の喪失
という人的資本理論による説明が妥当な分析も
見られる。職位・学歴・勤続年数を統制して労
働者の技能変数が所得と相関関係にあることを
示した長松（2008）や，女性労働者にとって自
己啓発が遅行効果として賃金上昇に影響を与え
るとされる吉田（2004），大学院の専攻プレミ
アムを検証した安井（2019），自己啓発習慣の
規定要因と効果を分析した濱中（2013）など，
人的資本理論を支持する先行研究も見られる。
???????
新規学卒一括採用の慣行が存在する日本で
は，入職と昇進とは区別して扱うべきであ
ろう。
太田（2010）では，労働者属性ではなく企業
属性に着目して企業の採用行動を分析した結
果，企業特殊的技能が強いとされる大企業であ
るほど，若年者の採用を重視しているため，企
業行動は人的資本に整合的であるとしている。
太田・安田（2010）は特に中途社員の採用行
動は人的資本理論が妥当することを明らかにし
ている。
荒木・安田（2016）では大学生の正社員内定
要因の分析では，ジョブ・サーチ活動のほか，
文科系では，仕事競争モデルとも人的資本理論
とも決定できない結論が出ている一方，理科系
では社交性のほか専攻分野が有意など人的資本
理論を支持する結論が出ている。
また，非正規雇用から正規雇用への移行に関
して小川（2010）は，個人学習は非正規雇用の
賃金こそ高めないものの，前職・初職いずれが
非正規であったとしても，正規雇用への移行確
率を上昇させることを明らかにしている。小杉
（2010）でも同様に自己啓発の有無が正規雇用
への移行と結びついていること，そして，高学
歴者ほど自己啓発を行う割合が高いことを明ら
かにしている。
???????
地位達成研究は，古くは竹内（1995）のよう
に内部労働市場での昇進・昇格の分析が基本で
あった。竹内（1995）ではトーナメント理論に
依拠しつつも，実質的なトーナメントとなるの
は，早期昇進者と，遅い昇進者との間であり，
早期昇進者の間ではリターンマッチがあり，
トーナメント移動ではないとしている。また，
遅い昇進により，長期の技能形成するインセン
ティブを生み出しているとする。
一方，職位ではなく異動先に着目した研究と
して上原（2007）では，大手商社の人事記録か
ら同じ職位でも特定部署を経験しているかどう
かが昇進格差に関連している，仕事競争モデル
が観測されるとしている。一瀬（2013）では公
務部門たる警察官僚の昇進パターンの分析によ
り，同様に「遅い昇進」と特定部署の経験有無
の重要性を明らかにし，仕事競争モデルが成立
することを実証している。一方，竹ノ下（2018）
では，管理職への到達を大企業と中小企業の相
違に着目し，大企業では先行研究の知見通り，
内部労働市場型であるが，中小企業では流動的
な外部労働市場的であることを明らかにして
いる。
また，ライン管理職と専門職の昇進の質的差
異について佐藤（2018）は，ライン管理職は先
行研究同様，内部労働市場的昇進パターンが確
認されるが，専門職の管理職相当職へは転職者
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が生え抜きと比較して不利にはならないことを
明らかにしている。
???????
日本における技能形成の分析で最も名高いの
は小池和男による分析である（小池　2005）。
だが，賃金に比べると技能形成が扱われる研究
はそれほど多くない。西村（1994）が，ギルド
的職業別労働市場であっても入職口では，新
規学卒採用・訓練可能性や OJTの重視といっ
た内部労働市場類似の慣習が見られるとして
いる。
一方，内部労働市場を前提とする大卒ホワイ
トカラーの技能形成について分析した小池・猪
木編（2002）では，一般的観念に反して日本企
業ではゼネラリストではなく，一職能型ないし
主＋副職能型（１）のほうがむしろメジャーであ
ることを明らかにしている。このことは，内部
労働市場の中でも「専門家」の養成が行われて
いることを意味する。山本（2003）は，銀行員
の企業内での技能形成を分析した結果，窓口や
法人営業業務は OJTによるコード化されてい
ない暗黙知の習得が強く意識される一方，デリ
バティブ開発のような専門性の高い部署では
コード化された知識の習得が求められることを
明らかにしている。
また，高等教育の効果に着目したものとして
本田（2014）は，労働者の「強み」自認を対人
行動と資格・スキルとに分解し，前者は職種
に，後者は職種・学歴・収入・労働時間に規定
されていると指摘している。また，本田（2019）
は，現在の業務と高等教育での専攻の関連度を
検討し，関連度は学歴水準ほか，専攻分野や大
学での学習密度に規定されていることを明らか
にしている。
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以上，先行研究のレビューを行った。現在の
知見の到達点としては以下のことが言えるであ
ろう。
第一に，主に賃金研究と地位達成研究が明ら
かにしてきたが，日本の労働慣行には仕事競争
モデルが適合的であるということである。分析
方法は賃金カーブ，人事異動，職業など多様な
変数に着目している。他方で学歴に着目した研
究となると，仕事競争モデルを支持する場合も
あれば，人的資本理論を支持する場合もある。
先行研究からは，分析のサンプルや視角によっ
て結論が異なっている，というのが現況であ
り，分析枠組みを微妙に変えつつ支持する理論
が異なるという傾向がおそらく今後も継続する
であろう。
第二に，入職に着目した場合，特に中途採用
や非正規雇用からの正規職への移行に関して，
人的資本理論が比較的適合的であることが明ら
かにされている。例えば小川（2010）の研究の
ように，自己啓発により一般的人的資本を蓄積
した結果，正規雇用へ移行しやすくなっている
という分析は，人的資本理論からして適合的な
結果と言える。Becker（1964＝1976）の説明
に従えば，自己啓発により一般的人的資本を蓄
積した非正規雇用労働者は企業からすれば，負
担は少なく，生産性が比較的高い人材と考えら
れるからである。
第三に，技能形成研究について言えば，近年
ではホワイトカラーの技能形成にフォーカスし
ていることに特徴がある。これは，小池和男の
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一連の研究を概観してわかるとおり，そもそも
はブルーカラーの技能形成から出発しており，
ホワイトカラーが手つかずであったことによ
る。また，日本におけるホワイトカラーが我々
の想像よりもゼネラリストでは「ない」ことを
前提に，専門性の形成要因について OJT，形式
知，職種，学歴，学習歴に着目した分析が進ん
でいる。特に近年では濱中や本田のような学習
歴や高等教育の専攻の効果に着目し，その効果
の分析がトレンドになりつつある。
一方，課題としては以下のことが指摘できる。
第一に，そのほとんどが能力の社会的実在
説に依拠しており，能力の社会的構成説に依
拠しているものが少ない。例えば，分析では
次の点が意外に捨象されている。仕事競争モ
デルの前提は賃金や職業構造は固定されてお
り，誰が「有能か」とみなされる仕事の待ち行
列は景気変動により絶えず変動することにあり
（Thurow 1975, p118），個人側の要因ではなく
構造側が問われる理論のはずである。しかしな
がら，詳細は後述するが，仕事競争モデルに関
して能力の社会的構成説に実は依拠していない
分析を先行研究は重ねてきている。数少ない研
究として原（2011）や有田（2016）のように，
賃金を説明するのに重要なのは職場における
「正規」か「非正規」かの「呼称」であること，
つまり，構造側要因を能力の社会的構成説に立
脚して明らかにしている研究もあるが，未だ少
ないと言わざるを得ない。
第二に，分析の前提としてその多くが内部労
働市場を前提としている。たしかに，一般に日
本の労働市場は内部労働市場が発達していると
言われている。しかし，竹ノ下（2018）の指摘
にもあるとおり，それは大企業を中心とした世
界である。この点で言えば，地位達成研究のほ
とんどが大企業の人事記録を分析対象としてい
るため，キャリアツリーでは内部労働市場と適
合的な現象が観測されるだけ，と言える。実際，
中途採用に着目した太田・安田（2010）の研究
や中小企業まで視野に入れた竹ノ下（2018）の
研究では，人的資本理論に適合的な結果も見ら
れる。つまり，先行研究の多くが内部労働市場
や仕事競争モデルの妥当性を強調してきたの
は，分析のもととなったデータがそれに適合し
たものであったのではないか，という疑問が提
起できるのである。ただ，この点はまとまった
人事記録を入手できるリソースを有しているの
が大企業に限られ，そのうちでも研究に協力的
な企業に限られるという，やむを得ない制約も
また存在する。
第三に，第一・第二の点と重なり合うが，構
造側の要因が個人側の要因をいかに規定してい
るか，という視角の議論は少ない。有田（2016）
でも指摘されているが，近年の社会学・経済学
の研究は個人側要因に着目点がシフトしてお
り，ポジションのような構造側要因に着目する
ことの意義が強調されている。それに加えて，
構造側要因がいかに個人的要因を規定している
か，が重要であろう。すなわち，人的資本理論
やシグナリング理論にしても個人の属性や行動
に着目した説明モデルであるが，社会学的な視
点からすれば個人の属性や行動の持つ意味は，
どの社会空間に位置するかによって変わりうる
はずである。つまり，いかなる社会空間かとい
う前提を置くべきであるが，労働研究にとって
それは労働市場論であろう。なぜなら，賃金や
技能の決まり方はいかなる労働市場に個人がポ
ジショニングしているかと不可分と言えるから
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である。この点で言えば，個人側要因に着目す
る先行研究の大半は，企業規模や雇用形態を何
らかの代理変数として投入している程度でその
意味の内実を検討したものは少ない。例えば，
高等教育の専攻の効果を分析するのに，なぜ内
部労働市場が前提の雇用で人的資本理論類似の
結果が観測されるかは，意味の検討を問われて
然るべきであるが，そういった研究は少なく，
もっぱら個人側要因に着目している。この点に
ついて人的資本理論の隆盛をはじめ個人側要因
の理論が勢いを増してきたということが挙げら
れる。もちろん，構造側要因に着目される機会
がないわけではない。例えば有田（2016, p21-
p22）で指摘されているが，就業機会というポジ
ションの差により，個人的側要因の能力の伸長
の機会が異なる結果，生産性の相違が生じ，報
酬の相違が生じるという説明図式が用いられて
きており，この図式には生産性と賃金とは一致
するという経済学の基本命題に反しない，とい
う利点が挙げられる。仕事競争モデルについて
分析している多くの先行研究もこのような図式
であるが，その場合にもやはり構造側要因への
着目は後退していると言ってよいだろう。とり
わけ，大谷・梅崎・松繁（2002）や平尾（2013）
などをはじめとする労働経済学研究でこの点は
顕著である。
そこで次節以降では労働研究における社会空
間として労働市場を措定し，Marsdenの雇用
システム理論を手がかりに，能力説明モデルの
理論を中心にその射程を検討していくことにし
よう。
????????????????
労働市場のカテゴリー化の研究としては，
国際的な比較分析を行ったMarsden（1999＝
2007）が名高い。Marsdenによれば，雇用契
約が成立するのは，雇用者と労働者の間で暗黙
の合意があることを前提とし，暗黙の合意の範
囲内ではお互いがどのような行動をとってもよ
いとされる。その範囲は，職務設計（生産・訓
練アプローチに対応）と，仕事の配分方法（業
務優先ルール，機能優先ルールに対応）の相関
関係で決定されるとする。表 1は国際比較に
より労働市場のカテゴリー化を行ったもので
ある。
簡単に用語を説明すると，生産アプローチと
は関連する仕事を企業内部で一つの「職務」と
して設計することであり，訓練アプローチとは
関連する技能をまとめて一つの「訓練」を設計
することである，いずれも業務効率性を向上さ
せる方法である。業務優先ルールとは仕事を特
定の労働者に割り当てて業務遂行を担保するこ
とであり，機能優先ルールとは組織ごとに必要
な機能に基づいて職務を編成し，その組織に労
働者を割り当てることで業務遂行を担保する
ルールである。この議論の要点は，これまで国
ごとに特殊な慣習と見られていた労働ルールが
国際通用性を持つプロトコルから導出すること
ができるため，国ごとの労働市場のあり方の相
? ??労働市場の国際比較
生産アプローチ 訓練アプローチ
業務優先 アメリカ，フランス イギリス
機能優先 日本 ドイツ
Marsden（1999＝2007，p159）より作成
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違とは相対的なものであるということが明らか
になる点にある。ただ，Marsden自身も認め
ているようにこれは国ごとの比較であるが，一
国の内部に存在する多様な労働市場に対しても
このMarsdenのモデルはそれらにも応用可能
である（Marsden 2007, pⅵ）。そこで次節以降
ではMarsdenのモデルを社会学的な議論と接
合しつつ，能力説明モデルをどのように配置で
きるか検討することにしよう。
??? ???????????????
??????????????
?????????????????????
その前に，社会空間として労働市場を援用す
ることが可能ということを検討することにしよ
う。まず予備的に，労働経済学の能力理論を労
働市場の判別ルールとの間でどのような関係に
あるのかを確認することにする。Marsdenの
議論は労働者と企業の労働契約について，効率
性と履行可能性という制約を置いた合理的選
択理論というミクロ的基礎から出発している。
Marsden自身も認めているが，生産アプロー
チは「生産の直接の必要に応じて職務が設計
される」（Marsden 1999, p50）のであるから，
OJTを前提とした技能形成の説明モデルが妥当
しやすくなる。他方で，訓練アプローチではな
るべく企業間で類似，標準化された方法・内容
で職務が設計されるため，OFF-JTを前提とし
やすい技能形成の説明モデルが妥当する。
一方で，業務優先ルールでは「どのタイプの
業務をどのタイプの労働者に割り当てることが
正当か」（Marsden 1999, p54）が重視されるた
め，仕事配分は個人基準となる。他方，機能優
先ルールでは，業務と労働者のタイプは対応関
係がない。とは言え，組織単位では職掌が存在
するのであるから，組織ごとに業務が配分さ
れ，管理者は労働者個人に仕事を配分するプロ
セスで一定の手続きが定められるが，結局，人
員数や労働者の職能によってそのルールは都
度，変動を迫られるであろう。すなわち，機能
優先ルールでは，組織と個人の仕事配分は動態
的で相対的なのである。以上のように検討する
と，効率性と履行可能性の制約は結局，企業単
位か個人単位かで教育訓練を行うのか，業務配
分が個人単位か組織単位かという議論に帰着す
る。これを能力説明モデルと照合すると，効率
性の制約は入職前後のいずれで技能を身につけ
るのかという議論になるため，シグナリング理
論・仕事競争モデルと人的資本理論の境界とな
り，履行可能性の制約は人的資本理論・シグナ
リング理論と仕事競争モデルの境界となる。し
たがって，表 2のようにマトリクスを書き換え
られるはずである。
さらにこれを社会学的な能力理論，能力の社
会的実在説と社会的構成説と接合することを試
みる。能力が個人に実際に備わっているかでは
なく，選抜ルールによって能力があると「みな
される」のが能力の社会的構成説の主張であ
る。つまり，能力とはルールの産物であると考
えるのであるから，これは機能優先ルールと親
? ?　労働経済学理論と労働市場の判別ルール
企業単位での
職務設計
企業間での
職務設計
個人単位の仕事配
分職務と労働者の
一致
シグナリング
理論
人的資本理論
組織単位の仕事配
分職務と労働者の
不一致
仕事競争
モデル
人的資本理論
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和的な議論になるのである。他方で，個人単位
に仕事を配分する業務優先ルールでは，その職
務に耐えうる個人を選定するという議論になる
のであるから，能力とは実際に個人に備わって
おり，それは教育訓練で伸長しうるという能力
の社会的実在説と親和的になるのである。一
方，効率性制約について検討すると，企業単位
での職務設計は入職後の技能形成を重視する議
論に接合しやすく，企業間での職務設計は入職
前の技能形成を重視する議論に接合しやすい。
したがって，社会学的な能力理論とは表 3のよ
うに接合できるであろう。
たとえば仕事競争モデルとは職業についたあ
とに生産性を向上させるのであり，その職業に
つけるかどうかは景気変動により相対的に閾値
が変動する。すなわち，極めて社会的構成説に
立脚する議論のはずであることが指摘されてい
る。（竹内　1995，pp. 50-51）。以上の整理は
あくまで理念モデルの整理でしかないが，この
作業から以下のことが指摘できる。先行研究は
上述したとおり，ほとんどが労働市場という変
数を捨象して能力の社会的実在説に依拠してき
たが，その範囲について画定させていくことは
理論の限界を探る上で十分に意義のあることだ
ろう。そうすると，今後の研究の方向性として
は理念モデルから出発点としつつ，どこでモデ
ルとのズレが生じているのか，という能力説明
モデルの境界線を検討していくことと，その日
本的な形成要因について分析の重ねていくとい
うのが現実的な方向性であろう。では，今後は
労働市場のあり方ごとに分析を積み重ねていく
として，どのような方向性を向くべきか各論に
ついて見ていくことにしよう。
????????????????????
近年，高等教育の効果に関する議論は学歴か
ら専攻歴へと関心を移行させている。しかし，
本田自身も認めているように「仕事上のアウト
カムの把握の仕方が，ジェネリックなスキルや
個人特性に偏る傾向」が存在し，職種を被説明
項とすると，専攻とメカニズムとの間の議論が
漠然とするのである（本田 2019 pp. 2-3）。他
方で，専攻と職種の関係を，スキルを媒介して
理解しようとすると，特殊的人的資本という難
題に直面することが捨象されている。すなわ
ち，特殊的人的資本は産業，職種，企業の主に
3つに分解することができるが，高等教育の専
攻とは，それら特殊的資本の先行投資なのか，
それとも同じ学歴内部での，訓練可能性の質的
な差異なのか，この点に関する理論的・実証的
検討はいまだ不十分と言わざるを得ない。あく
まで簡単な分析であるが，もし前者だとするの
であれば，入職行動の時点では専攻による有利
さが観測されるはずであるが，入職後には特殊
的人的資本が企業内訓練により形成されるはず
であるから，職業的スキルの格差は職業経験年
数が上昇するごとに縮小することが予想され
る。他方で，後者だとすれば専攻間で入職行動
にも入職後の職業的スキルでも差が存在し，そ
して維持・拡大するはずである。このように，
? ??社会学的能力理論と労働市場判別ルール
企業単位での
職務設計
企業間での
職務設計
個人単位の仕事配
分職務と労働者の
一致
能力の社会的
実在説
能力の社会的
実在説
組織単位の仕事配
分職務と労働者の
不一致
能力の社会的
構築説
能力の社会的
実在説
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一口に専攻の効果といっても採用する能力説明
モデルによって立論の仕方が異なるのである。
そして前述したとおり，これらは労働市場のあ
り方によって態様が異なることが想起されるの
である。高等教育の専攻の効果は労働市場ごと
に分析枠組みを変える必要が示唆されるのであ
るが，少なくとも先行研究はこの点を明示的に
区別しているとは言い難い。
また，この点は分析が偏るとされる一般的人
的資本を使ったとしても同様の問題が生じる。
専攻とは特殊的人的資本の先立った投資ではな
く，計数的能力やリテラシーの質的差異の反映
だと取れば，これは一般的人的資本形成の質的
差異の問題になる。浦坂他（2010）では，理数
系の学習歴と年収格差の分析が行われている
が，これは一般的人的資本の質的差異に着目し
た立論の一方，豊永（2018）になると高等教育
の専攻がシグナリングとして仮定されている。
もちろん，これらすべての立論が誤っていると
いうわけではないが前述の通り，その内実が曖
昧なまま，何某かの代理変数として投入されて
いるのが現況と言わざるを得ない。ただし，こ
のことは言い換えれば，理論的にも実証的にも
発展の余地を残しているということにほかなら
ない。労働市場論を加味してこの点の研究を深
めていくのが今後の方向性だろう。
???????????? ?? ??????
古典的すぎるきらいがあるが，改めてこの点
の分析をせざるを得ないだろう。3-（1）で分
析されているほとんどの人的資本理論 vs仕事
競争モデルの理論検討は，ほとんどがその対立
を扱いきれていない。ほとんどの議論は被説明
変数を賃金としてこの点の分析を行っている
が，その間のポストを飛ばした議論であるし，
賃金を能力の代理変数として実態的なものとし
て扱っているが，仕事競争モデルは極めて社会
的構成説に立脚する議論のはずである（竹内　
1995，pp. 50-51）。つまり，仕事競争モデルを
支持する研究の多くは，一般的人的資本と特殊
的人的資本の検討でしかなく，能力の社会的実
在説と能力の社会的構成説との対立関係を検討
しているわけではない。
それでは，この点の分析方法はあるのだろう
か。やはり，ヒントになるのは原（2011），神
林（2017）や有田（2016）らの，職場での「呼
称」に着目した議論であろう。すなわち，職業
分類上の従業上の地位ではなく，当該職場での
取扱に着目して，能力の社会的実在説が前提と
する視角を検討して，理論的な不一致，―代表
的なものに教育訓練と賃金プロファイルが挙げ
られるのだが―，が存在する際に能力の社会的
構成の存在が示唆される。原（2011）や神林
（2017）のようなわずかな例外を除いて，ほと
んどが能力の社会的実在説に依拠する労働経済
学では，この点は人的資本の多寡として処理さ
れており，正規雇用と非正規雇用の比較も例外
ではない。賃金を被説明項に措定し，生産性と
の一致ないし近似を仮定すると，社会的実在説
に依拠してしまうが，今後の研究ではこの点に
ついて問い直すべきであろう。例えば，正社員
であっても専門職に準じるような職種とそうで
はない職種とでは，同様の結論が見られるのか
は一考に値する。一方，非正規雇用を二次的労
働市場に位置づけるのであれば，賃金上昇が観
測されないという現象を理論的に位置づけるこ
とができる一方で，原（2011）の分析で示唆さ
れるように，非正規雇用であっても熟練度は上
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昇しているはずである。実際，本田（2010）で
描かれているところでは，知的熟練がパートタ
イム労働者にも見られるにも関わらず，その賃
金が正社員に身分が切り替わるまでほとんど上
昇がなかったことがインタビュー引き出されて
いる。能力の社会的実在か社会的構成かという
議論は古くて新しい議論なのである。
???????????????????????
最後に重要な点として挙げられるのは，構造
側要因と個人側要因がいかなる関係に立つかと
いう問いである。すなわち，労働市場がいかに
能力説明モデルの説明範囲を画定しているか，
という問いである。ただ，構造側要因を強調す
る仕事競争モデルやトーナメント理論が検討の
対象外かと言えばそうではない。本稿で提示し
たいことは，労働研究における構造側要因の最
も大きなものは労働市場であるということであ
る。この見解に従えば，職業を構造側要因に置
く仕事競争モデルもまた，労働市場に包括され
ているのだから，分析対象とすることが可能で
ある。このように，賃金，技能形成，地位達成
など労働研究の被説明項として挙げられてきた
もの労働市場という視点から，どこまでが何の
理論で説明できるかを分析していくことは，そ
の限界を分析し，適用範囲を探る上で有益であ
ろう。
??????
本稿では，今後の労働研究の方向性につい
て，先行研究を参照しつつ，主にMarsdenの
労働市場論を能力の社会的実体説と社会的構成
説と接合することを通じて検討した。結果，仕
事競争モデルに関して先行研究は能力の社会的
実在説に依拠して分析してしまっていたこと，
これまでの先行研究の多くは内部労働市場を前
提とするサンプルから分析されていること，構
造側要因により個人側要因が構造化されている
という視点を明示的に扱えてこられなかったこ
とを指摘した。とりわけ社会学的な理論と方法
を用いた今後の方向性としては，高等教育内部
での質的差異を加味した技能形成研究といった
ミクロな分析と，労働市場を加味して，能力の
説明理論の説明範囲を画定させていく，能力の
社会的実在説と社会的構成説の検討を行ってい
くといったマクロな分析についての理論的・実
証的な分析が必要であろう。構造や属性の質的
差異への着目など，社会学の得意とする視角が
労働研究にはさらに貢献できるだろう。
?⑴ 一職能及び別の職能も経験するが，多くの職
能は経験していないことを指す（小池　2005，
p. 70）。
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